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飯南町Ｊ-クレジット合同調印式の開催について 
 

 

 

山陰合同銀行は、当行の仲介により飯南町と下記 5 社との間で「J-クレジット売買契約」が締結さ

れ、合同での調印式を開催しますのでお知らせいたします。 

本件は、当行が今年 6月に飯南町との販売仲介契約を締結後、初めての仲介実績となります。 

当行は、引き続きお取引先の企業価値の向上と持続可能な地域社会の形成のため、Ｊ-クレジットの 

販売支援に積極的に取り組んでまいります。 

 

                     記 

 

１. 飯南町Ｊ-クレジット売買契約調印式概要 

日 時 ２０２２年１０月１８日（火） １０時００分～１１時００分 

場 所 山陰合同銀行本店３階 中会議室（島根県松江市魚町１０番地） 

出席者 

※五十音順､ 

敬称略 

＜Ｊ-クレジット販売者＞ 

飯南町 

 

＜Ｊ-クレジット購入者＞ 

有限会社足立運送 

有限会社キムラプラン 

 株式会社第一総合警備 

 マシン・テクノロジー株式会社 

 森島建設株式会社 

                  

 

町長 

 

 

代表取締役 

代表取締役 

代表取締役 

代表取締役 

代表取締役 

 

塚原 隆昭 

 

 

足立 佐年 

木村 将一郎 

片山 昌之 

加瀬部 強 

森島 拓也 

 ＜Ｊ-クレジット仲介者＞ 

当行 

 

 常務執行役員 

 

景山 英俊 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２.Ｊ-クレジット購入者会社概要 

＜有限会社足立運送＞ 

所 在 地    島根県出雲市斐川町荘原３０４５－１ 

事業内 容 
１９５５年創業。運送業をメインに、建設工事業として特殊車両等の建機派遣や、

旅客業としてタクシー事業も運営。地域に根差した営業を展開。 

カーボン・ 

オフセット 

飯南町より１０t-ＣＯ2のＪ-クレジットを購入し、事業活動から排出される 

ＣＯ2の一部をオフセットする。 

＜有限会社キムラプラン＞ 

所 在 地    島根県松江市上乃木７丁目１４番１２号 

事業内 容 

１９９７年設立。松江市を中心に東出雲町、玉湯町で不動産売買、仲介業を展開。

個人住宅用土地の売買仲介から中古住宅販売、新築住宅建売販売等幅広く事業を

展開。 

カーボン・ 

オフセット 

飯南町より１０t-ＣＯ2のＪ-クレジットを購入し、事業活動から排出される 

ＣＯ2の一部をオフセットする。 

＜株式会社第一総合警備＞ 

所 在 地   島根県松江市八雲台２丁目９番３５号 

事業内 容 

２００９年設立。総合警備サービス業として施設警備、交通誘導警備や雑踏警備

等を中心にビルメンテナンスや清掃業など幅広く事業を展開。地域社会の安心安

全に貢献。 

カーボン・ 

オフセット 

飯南町より１０t-ＣＯ2のＪ-クレジットを購入し、事業活動から排出される 

ＣＯ2の一部をオフセットする。 

＜マシン・テクノロジー株式会社＞ 

所 在 地    島根県松江市北陵町５２－３ 

事業内 容 

２００２年設立。真空装置・真空蒸着技術のトータルプロデュース企業として、

主に真空装置の設計製作から製造・工法のコンサルティングまで一貫した製造体

制を実現。 

カーボン・ 

オフセット 

飯南町より１０t-ＣＯ2のＪ-クレジットを購入し、事業活動から排出される 

ＣＯ2の一部をオフセットする。 

＜森島建設株式会社＞ 

所 在 地    島根県飯石郡飯南町下赤名４７３－１ 

事業内 容 
１９６１年創業。以来「地域に信頼される会社を」を旗印に建設会社を設立。現

在、生コンクリート製造・販売事業や通所介護福祉事業と幅広く事業を展開。 

カーボン・ 

オフセット 

飯南町より１０t-ＣＯ2のＪ-クレジットを購入し、事業活動から排出される 

ＣＯ2の一部をオフセットする。 

 

 

 



 

 

３.当行のＪ-クレジット等売買仲介実績累計 

今回 5件

合計 5件 合計 227件

飯南町Ｊ-クレジット売買仲介実績

50ｔ-CO2

50ｔ-CO2

Ｊ-クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）売買仲介実績
（含む他の自治体、民間事業者保有分）

8,240ｔ-CO2
 

                                 

                                                     

            

 

 （2022年 10月 18日見込） 
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